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後期高齢者医療制度

約17兆円

65歳

75歳

・75歳以上
・約1,820万人
・保険者数：47（広域連合）

健康保険組合協会けんぽ（旧政管健保）国民健康保険
（都道府県・市町村国保

＋国保組合）

共済組合

※１ 加入者数・保険者数、金額は、令和３年度予算ベースの数値。
※２ 上記のほか、法第３条第２項被保険者（対象者約２万人）、船員保険（対象者約10万人）、経過措置として退職者医療がある。経過措置として退職者医療（対象者約23万人）がある。
※３ 前期高齢者数（約1,680万人）の内訳は、国保約1,230万人、協会けんぽ約340万人、健保組合約100万人、共済組合約10万人。

約10兆円 約６兆円 健保組合・共済等約５兆円

・大企業のサラリーマン
・約2,850万人
・保険者数：約1,400

・中小企業のサラリーマン
・約4,060万人
・保険者数：１

・公務員
・約840万人
・保険者数：85

・自営業者、年金生活者、
非正規雇用者等

・約2,950万人
・保険者数：約1,900

前期高齢者財政調整制度（約1,680万人）約７兆円（再掲）※３

医療保険制度の体系
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① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
② 所得水準が低い
③ 保険料負担が重い
④ 保険料（税）の収納率
⑤ 一般会計繰入・繰上充用
⑥ 財政運営が不安定になるリスクの高い

小規模保険者の存在
⑦ 市町村間の格差

①財政運営の都道府県単位化・都道府県と市町村の役割分担
・都道府県が財政運営の主体となり、安定的な財政運営や効率的な
事業運営の確保等の国保運営に中心的な役割を担う
・市町村は、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、
保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う
・都道府県が統一的な方針として国保運営方針を示し、市町村が担う
事務の効率化、標準化、広域化を推進
・都道府県に財政安定化基金を設置

②財政支援の拡充
・財政支援の拡充により、財政基盤を強化（毎年約3,400億円）
低所得者対策の強化、保険者努力支援制度 等

国保が抱える構造的課題 国保改革（平成30年度～）

今後の主な課題

平成30年度改革が現在概ね順調に実施されており、引き続き、財政運営の安定化を図りつつ、「財政運営の都道府県単位化」の
趣旨の深化を図るため、国保運営方針に基づき、都道府県と市町村の役割分担の下、以下の取組を進める。都道府県においては、
令和２年度末に向けて、国保運営方針の改定（又は中間見直し）を進める。

○法定外繰入等の解消
赤字解消計画の策定・状況の見える化等を通じて、解消に向けた実行性のある取組を推進

○保険料水準の統一に向けた議論
将来的には都道府県での保険料水準の統一を目指すこととし、地域の実情に応じて議論を深めることが重要

○医療費適正化の更なる推進
保険者努力支援制度で予防・健康づくりが拡充されたことも踏まえ、都道府県内全体の医療費適正化に資する取組を推進

※上記の他、国会での附帯決議、骨太方針・改革工程表、地方団体の要望事項等について、地方団体と協議を進める。

国民健康保険制度改革の状況
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改革の方向性

国保制度

運営

○ 都道府県は、管内市町村や国保関係者と協議した上で、都道府県内の国保の運営の統一的な方針としての国保

運営方針を示し、市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

○ 市町村は、住民に身近な自治体として、被保険者の資格管理、保険料の決定、賦課・徴収、保険給付、保健事業

などを適切に実施

○ 国保連合会は、保険者の共同目的達成のため、審査支払業務の他、給付の適正化や保健事業等を都道府県単

位で支援

都道府県の主な役割 市町村の主な役割 国保連合会の主な役割

資格管理
・国保運営方針に基づき、事務の効率化、
標準化、広域化を推進

・地域住民と身近な関係の中、資格を管理
(被保険者証等の発行)

・都道府県単位での資格管理の支援

保険料の
決定
賦課・徴収

・標準的な算定方法等により、市町村ごと
の標準保険料率を算定・公表

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を決定

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収

・保険料適正算定への支援

・特別徴収経由事務

保険給付

・給付に必要な費用を、全額、市町村に 対し
て支払い

・市町村が行った保険給付の点検

･ 保険給付の決定
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等

・診療報酬の審査支払業務
・第三者行為損害賠償求償事務支援
・レセプト点検の支援

保健事業

・市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状
況を把握
・市町村の保健事業の運営が健全に行われ
るよう、必要な助言及び支援
・市町村における健康・医療情報の横断的・
総合的な分析
・関係市町村相互間の連絡調整、市町村への
専門的な技術又は知識を有する者の派遣、
情報の提供等の支援

・被保険者の特性に応じたきめ細かい保健
事業を実施
・健康・医療情報の活用及びPDCAサイクル
に沿った事業運営
・生活習慣病対策としての発症予防と重症
化予防の推進
・特定健康診査及び特定保健指導の実施
・データヘルス計画の策定、実施及び評価

・特定健診・特定保健指導に係る費用の
支払及びデータ管理
・ＫＤＢシステムを活用した統計情報や
個人の健康に関するデータの作成
・データヘルス計画の策定・評価の支援
・国保ヘルスアップ（支援）事業、高齢者の
保健事業と介護予防の一体的実施の
支援

国民健康保険制度における都道府県・市町村と国保連合会の役割分担
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財政安定化支援事業

50％ 50％

調整交付金（国）

（９％）※１

8,000億円

調整交付金（国）

（32％） ※１

22,300億円

定率国庫負担

公費負担額
47,000億円

国 計 ： 34,100億円

都道府県計： 11,200億円

市町村計： 1,700億円

医療給付費等総額： 約110,800億円

都道府県繰入金

（９％） ※１

6,300億円

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

前期高齢者交付金

37,800億円
※３

保険者支援制度

保険料軽減制度

市町村への地方財政措置：1,000億円

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模： 4,400億円

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○普通調整交付金（７％）

都道府県間の財政力の不均
衡を調整するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない都道府県・市町
村の特別の事情（災害等）を
考慮して交付。

保険者努力支援制度

特別高額医療費共同事業

高額医療費負担金

保険者支援制度

保険者努力支援制度

特別高額医療費
共同事業

高額医療費負担金

保険料

（24,900億円）

法定外一般会計繰入

約1,300億円※２

保険料軽減制度

令和３年度の国保財政 （令和３年度予算案ベース）

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、予
防・健康づくり等の取組状況に応じ支援。
予算額：約1400億円 （うち事業費200億円）

○著しく高額な医療費（１件420万円超）に

ついて、都道府県からの拠出金を財源に

全国で費用負担を調整。国は予算の範

囲内で一部を負担。 国庫補助額：60億円

○高額な医療費（１件80万円超）の発生に

よる国保財政の急激な影響の緩和を図る

ため、国と都道府県が高額医療費の１/４

ずつを負担

事業規模：3,800億円、国庫補助額：950億円

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 2,600億円、国庫補助額：1,300億円

（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

※１ それぞれ保険給付費等の9％、32％、9％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある
※２ 平成30年度決算における決算補填等の目的の一般会計繰入の額
※３ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる
※４ 令和３年度は、平成29年度に特例基金に措置した500億円のうち残330億円は取り崩ししない

※４
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○ 被保険者の状況

 市 町 村 国 保 の 被 保 険 者 の 年 齢 構 成 の 推 移 8

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 の 被 保 険 者 の 年 齢 構 成 の 推 移 9

 市 町 村 国 保 の 世 帯 主 の 職 業 別 構 成 割 合 の 推 移 1 0

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 の 世 帯 主 の 職 業 別 構 成 割 合 の 推 移 1 1

 世 帯 の 所 得 階 層 別 割 合 の 推 移 1 2

 保 険 者 規 模 別 構 成 割 合 の 推 移 1 3

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 別 被 保 険 者 数 の 状 況 （ 平 成 3 0 年 度 ） 1 4



○ 被保険者数全体に占める、65歳から74歳までの割合が次第に増加し、令和元年度には43.8％となっている。
○ 被保険者の年齢も年々上昇しており、令和元年度には53.6歳となっている。

【全国】市町村国保の被保険者の年齢構成の推移

8

（歳）（％）

（資料）厚生労働省「国民健康保険実態調査」
（注）被保険者数について、平成20年に後期高齢者医療制度が創設され、75歳以上は被保険者に含まれないこととなったため、平均年齢については平成25年度以降
についてのみ記載。



岡山県における市町村国保の被保険者の年齢構成の推移
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○被保険者数は減少傾向
○65歳から74歳までの割合は増加傾向で、令和元年度には全国平均（43.8％）よりも高い49.0％となっている。
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【全国】市町村国保の世帯主の職業別構成割合の推移

○ 自営業・農林水産業は、昭和40年代には約７割であったが、近年１５％程度で推移。
○ 年金生活者等無職者の割合が大幅に増加するとともに、被用者は約２割から約３割に増加。

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」
（注１）職業不詳を除いた割合である。
（注２）擬制世帯は除く。（昭和４０年度、昭和５０年度のみ擬制世帯を含む。）
（注３）平成１７年度以前は７５歳以上を含む。



岡山県における市町村国保の世帯主の職業別構成割合の推移
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岡山県では年金生活者等無職者の割合が、全国平均よりも3.7ポイント高い。
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【全国】世帯の所得階層別割合の推移

令和元年度において、加入世帯の24.6％が所得なし、29.8％が0円以上100万円未満世帯であり、低所得世帯の割合は
増加傾向

※「所得なし」世帯の収入は、給与収入世帯で65万円以下、年金収入世帯で120万円以下

平成20年度
後期高齢者医療制度創設

（注１）国民健康保険実態調査報告による。
（注２）擬制世帯、所得不詳は除いて集計している。
（注３）平成20年度以降は後期高齢者医療制度が創設され、対象世帯が異なっていることに留意が必要。
（注４）ここでいう所得とは「旧ただし書き方式」により算定された所得総額（基礎控除前）である。



資料：厚生労働省「国民健康保険実態調査」
（注）平成20年度に後期高齢者医療制度が創設され、被保険者数が減少していることに留意が必要。

令和元年９月末時点で、1,716保険者中550保険者(約30%）が被保険者数3,000人未満の小規模保険者

3270保険者 1833保険者3091保険者 1717保険者1723保険者1798保険者 1716保険者 1716保険者

【全国】保険者規模別構成割合の推移
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（平
成
の
大
合
併

平成20年度
後期高齢者医療制度創設

1716保険者



岡山県における市町村別被保険者数の状況（平成30年度）
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資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

岡山県では、被保険者数3,000人未満の小規模保険者が27団体中９団体（33.3％）

被保険者数3,000人未満の保険者

構成比(%)

３千人未満 7 7 7 9 9 9 9 33.3

３千人以上
５千人未満

5 5 5 3 3 3 3 11.1

５千人以上
１万人未満

6 7 7 7 7 9 9 33.3

１万人以上
５万人未満

7 6 6 6 6 4 4 14.9

５万人以上 2 2 2 2 2 2 2 7.4

27 27 27 27 27 27 27 100.0

R1

被
保
険
者
数

区  分 H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０

計
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○ 医療費の状況

 市 町 村 国 保 に お け る １ 人 当 た り 医 療 費 の 推 移 1 6

 都 道 府 県 別 １ 人 当 た り 医 療 費 （ 令 和 元 年 度 ） 1 7

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 別 １ 人 当 た り 医 療 費 の 状 況 （ 平 成 3 0 年 度 ） 1 8

 岡 山 県 に お け る 医 療 費 の 地 域 差 指 数 （ 平 成 3 0 年 度 ） 1 9

 岡 山 県 に お け る 医 療 費 の 地 域 差 指 数 （ 入 院 ） （ 平 成 3 0 年 度 ） 2 0

 岡 山 県 に お け る 医 療 費 の 地 域 差 指 数 （ 入 院 外 ） （ 平 成 3 0 年 度 ） 2 1

 岡 山 県 に お け る 医 療 費 の 地 域 差 指 数 （ 歯 科 ） （ 平 成 3 0 年 度 ） 2 2

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 別 の 医 療 費 の 状 況 2 3

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 の 年 齢 階 級 別 一 人 当 た り 医 療 費 の 状 況 2 4



市町村国保における１人当たり医療費の推移
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資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

○全国、岡山県とも高齢者の増加などにより、増加傾向。岡山県は全国を上回った水準で推移
○H27年度は、Ｃ型肝炎の高額な薬剤の影響等により伸び率が増大

（円）

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

対全国比 1.15倍 1.14倍 1.15倍 1.15倍 1.16倍 1.16倍 1.16倍 1.15倍 1.14倍 1.13倍 1.19倍



都道府県別１人当たり医療費（令和元年度）

17
資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

市町村国保全国平均378,939円

本県の１人当たり医療費は、全国平均の1.14倍で、全国第10位と高い。



岡山県における市町村国保の市町村別一人当たり医療費の状況

資料：厚生労働省「医療費の地域差分析」

（平成30年度）
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岡山県における市町村国保の医療費の地域差指数（全体）
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（平成30年度）

資料：厚生労働省「医療費の地域差分析」

医療費の地域差指数：地域の１人当たり医療費について、年齢構成による差異を補正し指数化(全国平均１)したもの



岡山県における市町村国保の医療費の地域差指数（入院）

20

（平成30年度）

医療費の地域差指数：地域の１人当たり医療費について、年齢構成による差異を補正し指数化(全国平均１)したもの

資料：厚生労働省「医療費の地域差分析」



岡山県における市町村国保の医療費の地域差指数（入院外）

21

（平成30年度）

医療費の地域差指数：地域の１人当たり医療費について、年齢構成による差異を補正し指数化(全国平均１)したもの

資料：厚生労働省「医療費の地域差分析」



岡山県における市町村国保の医療費の地域差指数（歯科）

22

（平成30年度）

医療費の地域差指数：地域の１人当たり医療費について、年齢構成による差異を補正し指数化(全国平均１)したもの

資料：厚生労働省「医療費の地域差分析」



岡山県における市町村別の医療費の状況

資料：岡山県「国民健康保険事業状況」

23

岡山市と倉敷市で約６割を占める。



岡山県における市町村国保の年齢階級別一人当たり医療費の状況

資料：厚生労働省「医療費の地域差分析」

24

20歳代後半から年齢とともに高くなり、70歳以上となると急激に上昇する。
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○ 保険料(税)の状況

 岡 山 県 市 町 村 国 保 の 保 険 料 ( 税 ) の 収 納 率 ( 現 年 度 分 ) の 推 移 2 5

 市 町 村 国 保 の 保 険 料 ( 税 ) の 収 納 率 ( 現 年 度 分 ) の 推 移 2 6

 市 町 村 国 保 の 都 道 府 県 別 収 納 率 ( 現 年 度 分 ) 2 7

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 別 収 納 率 ( 現 年 分 ) 2 8



岡山県市町村国保の保険料（税）の収納率（現年度分）の推移

資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

26

○平成20年度に後期高齢者医療制度が始まり下落したが、市町村の収納努力により上昇傾向にある。
○全国平均を上回る水準を維持しているが、令和元年度全国32位と低位にある。

H24 H26 H27 H28 H29 H30 R1

90.50% 91.40% 91.65% 92.06% 92.76% 93.25% 93.49%

89.86% 90.95% 91.45% 91.92% 92.45% 92.85% 92.92%

順位 32位 34位 34位 37位 35位 33位 32位

岡山県

全　国

区　分



（出所） 令和元年度国民健康保険（市町村）の財政状況について（速報）
（注１） 収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第2位未満四捨五入）
（注２） 平成12年度以降の調定額等は介護納付金、平成20年度以降は後期高齢者支援金を含んでいる。

【全国】市町村国保の保険料（税）の収納率（現年度分）の推移

令和元年度の保険料（税）の収納率は92.92％であり、10年連続で上昇している。

27

令和元年度
92.92％



順位 順位 順位 順位 順位 順位

％ 位 ％ 位 ％ 位 ％ 位 ％ 位 ％ 位

1 北海道 95.16 4 95.17 5 0.01 30 26 京都府 94.85 10 94.86 12 0.01 30

2 青森県 92.13 42 92.48 40 0.35 7 27 大阪府 92.04 44 92.08 43 0.04 27

3 岩手県 94.67 15 94.76 16 0.09 21 28 兵庫県 94.19 21 94.14 23 △ 0.05 37

4 宮城県 94.24 20 94.25 21 0.01 30 29 奈良県 94.49 17 94.30 20 △ 0.19 44

5 秋田県 93.53 30 93.76 27 0.23 14 30 和歌山県 94.44 18 94.44 18 0.00 34

6 山形県 94.68 14 94.82 13 0.14 18 31 鳥取県 94.25 19 94.82 13 0.57 1

7 福島県 92.35 40 92.44 41 0.09 21 32 島根県 96.31 1 96.15 1 -0.16 41

8 茨城県 92.20 41 92.43 42 0.23 14 33 岡山県 93.25 33 93.49 32 0.24 13

9 栃木県 90.65 46 91.00 46 0.35 8 34 広島県 93.16 35 93.41 33 0.25 11

10 群馬県 92.98 37 93.06 37 0.08 23 35 山口県 93.64 26 94.06 26 0.42 3

11 埼玉県 92.05 43 92.03 44 △ 0.02 35 36 徳島県 93.51 31 94.08 25 0.57 1

12 千葉県 91.11 45 91.04 45 △ 0.07 38 37 香川県 92.68 39 92.80 39 0.12 19

13 東京都 88.55 47 88.92 47 0.37 6 38 愛媛県 94.84 11 95.23 3 0.39 4

14 神奈川県 93.59 28 93.36 34 △ 0.23 45 39 高知県 95.02 6 94.99 8 △ 0.03 36

15 新潟県 94.98 8 95.12 7 0.14 17 40 福岡県 93.57 29 93.24 35 △ 0.33 46

16 富山県 95.39 3 95.23 3 △ 0.16 41 41 佐賀県 96.09 2 95.91 2 △ 0.18 43

17 石川県 94.15 22 94.36 19 0.21 16 42 長崎県 94.08 25 94.12 24 0.04 26

18 福井県 94.59 16 94.89 11 0.30 9 43 熊本県 93.03 36 93.14 36 0.11 20

19 山梨県 95.02 6 94.94 9 △ 0.08 39 44 大分県 94.78 12 94.82 13 0.04 27

20 長野県 95.12 5 95.15 6 0.03 29 45 宮崎県 94.14 23 94.22 22 0.08 23

21 岐阜県 93.63 27 93.71 28 0.08 23 46 鹿児島県 93.20 34 93.59 31 0.39 4

22 静岡県 93.44 32 93.68 30 0.24 12 47 沖縄県 94.13 24 93.69 29 △ 0.44 47

23 愛知県 94.77 13 94.66 17 △ 0.11 40 92.85 － 92.92 － 0.07 －

24 三重県 92.78 38 93.05 38 0.27 10

25 滋賀県 94.90 9 94.91 10 0.01 33

平成30年度 令和元年度
対前年度

増減

全　国

平成30年度 令和元年度
対前年度

増減

市町村国保の都道府県別収納率（現年度分）

○令和元年度の収納率を都道府県別に見ると、島根県（96.15％）が最も高く、東京都（88.92％）が最も低い。
○令和元年度においては、35都道府県の収納率が上昇した。

（出所）国民健康保険事業年報
（注１）収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。
（小数点第２位未満四捨五入）
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岡山県における市町村別収納率（現年度分）

29

資料：岡山県「国民健康保険事業状況」

市町村間で収納率に差があり、都市部においてやや低い傾向がある。
(％)



30

○ 財政の状況

 岡 山 県 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 の 状 況 ( 令 和 ２ 年 度 予 算 ) 3 1

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 決 算 状 況 3 2



岡山県国民健康保険特別会計の状況（令和３年度予算）

○都道府県・市町村の医療費

適正化、予防・健康づくり等の

取組状況に応じ支援

被用者保険
からの交付金

31

県繰入金
（９％）

８7．2億円

国普通調整交付金
（９％）

１３3．5億円

定率国庫負担
（３２％）

３１0．1億円

基金繰入金(特例基金･保険者機能強化基金)

０．９億円

保険料軽減
・○○億円 （○○円） 【○.○%】

国民健康保険事業費納付金
４６2．3億円

特別高額医療費共同事業負担金･交付金
4．2億円

特定健康診査等負担金(国･県合計)
３．６億円

保険者努力支援制度交付金
１5．7億円

高額医療費負担金(国･県合計)
２8億円

○高額な医療費（１件80万円超）

の発生による国保財政の急激な

影響の緩和を図るため、国と都道

府県が高額医療費の1/4ずつを

負担
○国保と被用者保険間の
65歳から74歳の前期高
齢者の偏在による保険者
間の負担の不均衡を、各
保険者の加入者数に応じ
て調整

○市町村からの納付金

○市町村が実施する特定健康診

査及び特定保健指導に要した費

用について、国と都道府県で1/3

ずつを負担

○著しく高額な医療費（１件420万

円超）について、都道府県からの

拠出金を財源に全国で費用負担

を調整、国は予算の範囲内で一

部を負担

514.7億円 530.8億円 681.7億円 計1,727億円

（29.8%） （30.7%） （39.5%）

50% 50%

○ 基金を特別会計の財源とし

て活用

前期高齢者交付金
６81．7億円

公費５０％・保険料５０％を原則にしつつ、高額医療費負担金などの公費が充当されている状況



岡山県における市町村国民健康保険事業決算状況

32

資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

6,934 6,786 5,105 8,196 8,904 5,235 3,248

0 0 0 0 0 0 0

586 △ 609 1,729 3,094 694 1,052 △ 2,446

3,866 2,493 4,096 2,813 945 940 1,147

繰入実施保険者数 6 5 7 5 3 2 2

△ 3,280 △ 3,102 △ 2,367 281 △ 251 112 △ 3,593

6,563 6,879 6,574 4,087 8,148 8,568 4,935

5,375 5,428 8,334 8,048 9,533 12,492 11,440

（単位：百万円）

実質単年度収支差引額

繰越金額

基金保有額

区　　分

歳入歳出差引額

前年度繰上充用金

精算後単年度収支差引額

一般会計繰入金
（決算補填等目的）



33

○ 保健事業等の状況

 都 道 府 県 別 （ 国 保 ） ﾒ ﾀ ﾎ ﾞ ﾘ ｯ ｸ ｼ ﾝ ﾄ ﾞ ﾛ ｰ ﾑ 該 当 者 ･ 予 備 群 の 割 合 ( 2 9 年 度 ) 3 4

 都 道 府 県 別 （ 国 保 ） ﾒ ﾀ ﾎ ﾞ ﾘ ｯ ｸ ｼ ﾝ ﾄ ﾞ ﾛ ｰ ﾑ 該 当 者 ･ 予 備 軍 の 割 合 ( 3 0 年 度 ) 3 5

 都 道 府 県 別 （ 国 保 ） 特 定 健 康 診 査 の 受 診 率 ( 2 9 年 度 ) 3 6

 都 道 府 県 別 （ 国 保 ） 特 定 健 康 診 査 の 受 診 率 ( 3 0 年 度 ) 3 7

 都 道 府 県 別 （ 国 保 ） 特 定 保 健 指 導 の 実 施 率 ( 2 9 年 度 ) 3 8

 都 道 府 県 別 （ 国 保 ） 特 定 保 健 指 導 の 実 施 率 ( 3 0 年 度 ) 3 9

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 別 ﾒ ﾀ ﾎ ﾞ ﾘ ｯ ｸ ｼ ﾝ ﾄ ﾞ ﾛ ｰ ﾑ 該 当 者 ･ 予 備 群 の 割 合 4 0

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 別 特 定 健 康 診 査 の 受 診 率 4 1

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 国 保 別 の 特 定 保 健 指 導 の 実 施 率 4 2

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 別 が ん 検 診 の 受 診 率 4 3

 岡 山 県 に お け る 市 町 村 別 後 発 医 薬 品 の 使 用 割 合 4 4



都道府県別（国保）メタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合（平成30年度）

34

※平成30年度速報値は、保険者が社会保険診療報酬支払基金に報告した平成30年度の特定健康診査等の実績報告データをベースとした集計結果

資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



※令和元年度速報値は、保険者が社会保険診療報酬支払基金に報告した令和元年度の特定健康診査等の実績報告データをベースとした集計結果

都道府県別（国保）メタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合（令和元年度）

35
資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



都道府県別（国保）特定健康診査の受診率（平成30年度）

36
資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



都道府県別（国保）特定健康診査の受診率（令和元年度）

37

※令和元年度速報値は、保険者が社会保険診療報酬支払基金に報告した令和元年度の特定健康診査等の実績報告データをベースとした集計結果

資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



都道府県別（国保）特定保健指導実施率（平成30年度）

38
資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



都道府県別（国保）特定保健指導実施率（令和元年度）

39

※令和元年度速報値は、保険者が社会保険診療報酬支払基金に報告した令和元年度の特定健康診査等の実績報告データをベースとした集計結果

資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



岡山県における市町村国保別メタボリックシンドローム該当者･予備群の割合

40

資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」



岡山県における市町村国保別特定健康診査の受診率

資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」
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岡山県における市町村国保別の特定保健指導の実施率

資料：国民健康保険中央会「特定健康診査等実施状況データ」
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岡山県における市町村別がん検診の受診率

43資料：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」等

※がん検診受診率
「平成27(26)年度地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省）」 の各がん検診の受診者数を「住民基本台帳にづく人口、動態及び世帯数（平成28(27)年1
月1日現在）」 の人口（胃がん、肺大腸の対象年齢は40歳から69歳の男女 、乳がんは40歳から69歳の女性、子宮頸がんは20歳から69歳の女性） で除した
もの
なお、受診者数は市町村が実施する健診の受診者



岡山県における市町村別後発医薬品の使用割合

資料：厚生労働省調査

44
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○ 令和３年度医療費等の状況

 年 度 別 医 療 費 動 向 4 6

 年 度 別 一 般 被 保 険 者 数 の 推 移 4 7

 １ 人 当 た り 医 療 費 の 推 移 4 8
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